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１．住宅の再建 

住宅の再建を支援するため、被災した建物の解体・撤去の支援、被災住宅の

再建のための融資制度の活用推進や耐震診断・改修の推進、がけ崩れ防止のた

めの対策、被災公営住宅入居者への対応を実施いたします。 

 
 
 
 

 
 
 

２．生活の支援 

市民の方々が、これからの生活に見通しを立て、安心して暮らせるまちづく

りを目指し、被災世帯への支援金支給や貸付、長期にわたって住家に戻れない

被災者の方への応急仮設住宅の提供や、公営住宅等の整備に取り組み、生活を

支援します。 

 
 
 
 
 

 

３．生活環境の確保 

市民の方々の生活環境確保のため、し尿等の処理については停電時の「し尿

受入体制」の構築、災害ごみの迅速な処理、都市公園の速やかな復旧、集会施

設の修繕と処分年限を過ぎた施設の順次譲与、市有共葬墓地の墓地外周部の復

旧と現行補助制度を基本にした移転への対処などを行います。 

 

 

   

 

 

 

 

 

（１）市民生活の再建 

【主な事業】 

・被災住家等の解体撤去事業 
・木造住宅耐震診断助成事業 
・木造住宅耐震改修工事助成事業 
・災害関連地域防災がけ崩れ対策事業 

【主な事業】 

・被災者生活再建支援制度 
・災害援護資金の貸付 
・応急仮設住宅の提供 
・災害公営住宅の整備 

【主な事業】 

・災害ごみ処理事業 

・災害ごみの自己搬入に伴う手数料免除事業 

・都市公園災害復旧事業 

・市有共葬墓地災害復旧事業 

・市有共葬墓地災害移転整備事業補助金 
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４．保健・医療・福祉の充実 

保健センター等施設の復旧と施設の利活用の検討、被災者の心のケア、医療施

設の復旧と地域包括医療ケア体制の充実を図るとともに、児童福祉施設の復旧と

被害程度に応じた保育料の減免等の経済的支援、障害者地域活動支援センターの

施設の有効利用の検討、高齢者福祉施設の復旧と被災した被保険者の介護サービ

ス利用料の減免や助成の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．原子力発電所事故への対応 

東京電力福島第一原子力発電所事故による放射能への対応のため、放射線量

の測定や放射性物質の検査によるきめ細かな情報の提供と放射性物質の低減対

策、安全な食料生産の確保に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な事業】 

 ・保健センター等災害復旧事業 

・心のケア事業 
・登米市民病院、米谷病院、豊里病院、よねやま診療所災害復旧事業 
・米谷保育所災害復旧事業 
・保育所保育料減免制度 
・老人福祉センター、デイサービスセンター等災害復旧事業 
・介護保険サービス利用料の減免   など 

【主な事業】 

・放射性物質の正確な情報の提供 

・教育施設の放射線量測定 

・水道水等の放射線量測定 

・風評被害抑制の国県等への要請 

・放射能不安に対する農畜産物等安全性ＰＲ事業 

・農地等放射性物質土壌調査事業 

・放射性物質汚染稲わら処理事業  など 
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１．産業の復興 

産業の復興のため、農業については、被災農地等の復旧と地域農業の復興、

原子力発電所事故対策と安全な食料生産の確保、地域資源を活用した農業所得

の向上に取り組み、林業については、被災林道等の復旧、地域産木材の利用促

進と再生可能エネルギーの利用、椎茸原木の確保に取り組みます。 
また、商工業については、事業資金確保の円滑化、被災事業所等の再建支援、

仮設店舗の建設支援に取り組み、観光では教育資料館等の観光施設の速やかな

復旧と観光復興イベントの開催、平成 25 年度の仙台・宮城ディスティネーショ

ンキャンペーンに向けた態勢整備、観光商品の開発に取り組みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．雇用機会の創出 

企業誘致による新たな雇用の場を確保するとともに、国の緊急雇用創出事業

などの施策による人材育成事業を活用した人材確保と起業者支援や、企業の資

金繰りの支援などの活用による雇用の継続の確保、新たな取引先とのマッチン

グの支援も行うことで、雇用の確保と拡大を図ります。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

（２）産業・経済の復興 

【主な事業】 

・農業用施設災害復旧補助金 
・東日本大震災農業施設等災害復旧資金 
・小水力発電の調査検討 
・林業施設災害復旧事業 
・木質バイオマス利活用推進事業 
・中小企業災害復旧資金利子助成金 
・ビジネスマッチング 
・登米市被災事業所等再建支援事業 
・観光施設等災害復旧事業  など 

【主な事業】 

・重点分野雇用創造事業（震災対応事業） 
・企業情報ガイダンス 
・ビジネスマッチング（再掲） 

・ハローワークの雇用保険失業給付の特例措置 
・ハローワークの雇用調整助成金（大企業） 
・ハローワークの中小企業緊急雇用安定助成金（中小企業） など 
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１．公共土木施設の復旧 

社会資本の基盤である道路等の公共土木施設について、国や県と連携して早

期の復旧を行うとともに、橋りょうの安全性確保と長寿命化、災害復旧工事の

受注機会拡大と早期発注、円滑な施工の確保を図ります。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

２．ライフラインの復旧 

上水道については、水道１号線「迫川水管橋」の耐震化、故障ポンプの早急

な修理、取水ポンプの増強やバックアップ体制の整備、配水管整備や増圧設備

増設、災害に強い水道施設整備の継続、登米市水道ビジョンの改訂、アセット

マネジメントの手法を取り入れた水道施設の計画的な更新等に取り組みます。 

下水道については、登米市下水道の根幹をなす処理施設や、その系統のマン

ホールポンプ、それら施設と利用者を結ぶ管渠の復旧を速やかに実施し、併せ

て耐震化を図るとともに、下水汚泥の放射性物質検査を継続して監視し、基準

を超えたときの対策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）公共土木施設・ライフラインの復旧 

【主な事業】 

・公共土木施設災害復旧事業 
（市道長沼ダム湖周線ほか） 

・単独災害復旧事業 
（市道新田中学校線、赤沢川ほか） 

【主な事業】 

・水道施設災害復旧事業 

・取水施設整備事業 

・配水連絡管整備事業 

・老朽管更新事業 

・水道ビジョンの改訂 

・公共下水道施設災害復旧事業 
・農業集落排水施設災害復旧事業 
・浄化槽施設災害復旧事業   など 
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１．学校教育の復興 

児童生徒の心のケアに努めるとともに、被災した状況の中での「生き抜く力」

を育成するため、教育再生プログラムを策定し、将来の自分の姿を見据え、今

をどのように生きるか考え、行動する「志教育」を基盤とし、「防災教育」、

「環境教育」の充実を図ります。 

また、小・中学校、幼稚園、給食センターそれぞれの機能回復を図るととも

に、教育環境の確保を図ります。 

 

 

 

 

２．社会教育・社会体育の復興 

社会教育活動の中で、防災意識の高揚を図るとともに、「生きがいづくり」

や「スポーツによる健康増進」に向けた活動を積極的に支援していきます。 

また、社会教育施設及び社会体育施設については、施設の早期利用のための

応急修繕を行い、被害の甚大な施設は調査結果を踏まえ、復興の方向性を決定

していくとともに、経過年数や利用状況を考慮した類似目的施設の統合や廃止

を進めます。図書館や視聴覚センターについては、多様な情報メディアに対す

るニーズに応えられるよう機能の集積を図ります。 
 

 

 

 

 

３．文化施設の復旧 

教育資料館等の早期の復旧を実施し、歴史民俗資料館の収蔵品等の一元管理

に向けた施設統合を進めるとともに、市指定文化財の早期復旧を進めるため被

災所有者の修理・修復の支援を行い、「みやぎの明治村」の街なみ存続につい

ては、新たな補助制度を創設し、地域の実情にあった支援を行います。 
登米祝祭劇場については、完全復旧まで利用者の安全確保に努めるとともに、

市民の文化芸術活動を弱体化させないよう文化芸術振興を図ります。 
 
 
 

 
 
 

（４）教育の復興 

【主な事業】 

・震災復興教育再生事業      
・小学校、中学校、幼稚園、給食センター施設災害復旧事業 

 

【主な事業】 

・公民館、図書館災害復旧事業 
・社会体育施設、海洋センター災害復旧事業 
・その他社会教育施設（集会施設等）災害復旧事業 

【主な事業】 

・博物館等災害復旧事業     

・その他社会教育施設（文化施設）災害復旧事業 

・登米市東日本大震災街なみ景観修復事業補助金 
・登米祝祭劇場災害復旧事業    など 
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１．防災体制の強化 

防災体制強化のため、消防施設の整備や地域防災計画の見直しと原子力災害

編の策定検討、災害時における各種対応マニュアルの作成に取り組みます。 

災害情報は、防災行政無線・コミュニティＦＭ・メール配信などの多様な情

報伝達手段の活用を行うとともに、災害時応援協定締結企業との応援体制や災

害備蓄計画の見直し、水防倉庫の統廃合など防災体制の再構築を図ります。 

 

 

 

 

 

 

２．安全・安心なまちづくり 

自主防災組織のリーダー講習会や訓練を支援するとともに、組織の基本的な

行動や役割の目安となるマニュアルを作成します。また、自主防災組織全体の

地域防災力向上のため補助制度を創設し、初動活動に必要な防災資機材の整備

推進について検討します。 

婦人防火クラブは、地域防災にとって最も重要な組織の一つであると位置づ

け、関連機関と連携を図りながら災害対応力を一層高めていきます。 

災害ボランティアについても、町域ごとに災害ボランティアセンターの設置

訓練やスタッフ研修を実施しながら、人材育成に取り組み、一般ボランティア

の受入体制づくりに必要な調整・支援に取り組みます。 

 

 

 

 

３．その他の施設の復旧 

本庁機能を有する迫、中田及び南方庁舎、災害対策支部として町域の支援機

能を有する各総合支所の復旧と、中田庁舎については庁舎機能強化のため自家

用発電機の増設を行います。貸付している普通財産については、地震等により

危険な状態にある財産は、安全性確保の観点から迅速に必要最小限の復旧を図

り、本復旧に係る協議等を行います。 
 

 
 

 

（５）新たな安全・安心なまちづくり 

【主な事業】 

・消防署出張所整備事業 

・地域防災計画原子力災害編の策定検討 

・固定系防災行政無線屋外子局施設修繕事業 

・災害用備畜品整備事業  など 

 

【主な事業】 

・自主防災組織育成事業    
・地域福祉ネットワーク事業 

【主な事業】 

・庁舎等災害復旧事業  
・その他公共施設災害復旧事業 
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１．近隣市町等との連携 

被災自治体の行政機能回復に向けて、長期的かつ継続的な職員派遣や業務支

援を行い、復興を積極的に支援するとともに、上水道については日本水道協会

の事業を基礎として近隣市町等との連携を図り、医療体制についても、今後、

復興状況等を見極めながら、広域的な医療提供体制の確立のあり方や連携につ

いて検討します。 
 
 
 
 
 
 

 

 

２．近隣市町の被災者支援 

近隣市町の被災者支援として、本市に避難された方については原則登米市民

と同じサービスを提供していくとともに、医療体制整備や仮設住宅団地での自

治会活動支援、健康検診の受診機会の提供などの避難者への支援、沿岸部で被

害を受けた農家への支援、下水道事業受益者負担金の減免、戸倉小・中学校へ

の学習環境提供等の学校教育等への支援を行います。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

（６）近隣市町等との連携 

【主な事業】 

・職員の派遣 

・医療連携体制強化推進事業 

・医療従事者研修受入事業 

【主な事業】 

・旧善王寺小学校検査（簡易給水施設検査、飲料水水質検査、貯水槽清掃業務） 

 
 

※登米市震災復興計画の全体版は市のホームページに掲載しています。 
登米市ホームページ http://www.city.tome.miyagi.jp/ 
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【登米市の被害状況】 
              

                         （H23.11.30 現在） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

発生日時

 三陸沖

 約２４㎞

 マグニチュード９．０

 震度７（栗原市）

２２名

４名

１１名

４０名

全壊 １９６棟

大規模半壊 ３７３棟

半壊 １，１０７棟

一部損壊 ３，２２９棟

施設（全壊） １３件

施設（半壊） １１件

施設（一部損壊） ４００件

４５８件

６７０件

５７２件

１６３件

２１件

９１件

１０９億４，６８３万円

７２件

１５０件

３２２件

２６億８，０６１万円

１３件

２件

７２５件

６３６件

１６件

６５４件

３５件

１０件

６億６，３９４万円

４３７件

４億６，４４１万円

平成２３年３月１１日（金）１４時４６分

震度等

震央地名

震源の深さ

規模

最大震度

　　　震度６強 ⇒ 米山町・南方町

　　　震度６弱 ⇒ 迫町・登米町・東和町・中田町・豊里町

　　　震度５強 ⇒ 石越町・津山町

被害状況

死者

うち津波により市外で死亡された市民　１８名

うち災害関連で死亡された市民　４名

行方不明者

重傷者

軽傷者

住家

農業用排水路等

公園

その他

公共施設の被害状況

公共施設の概算被害額の合計

道路橋梁

下水道施設

上水道施設

市役所庁舎、総合支所庁舎
学校・社会教育施設関係
農業関連施設、市営住宅
病院等の公共建物

登米みなみ商工会

登米中央商工会

みやぎ北上商工会

商工関連施設の概算被害額の合計

迫川上流土地改良区

新田北部土地改良区

農家・法人関係の被災件数の合計

農家・法人関係の概算被害額の合計

商工関連施設
の被害状況

農家・法人関係
の被害状況

土地改良区関係施設
の被害状況

中田地区土地改良区

東和町土地改良区

登米吉田土地改良区

豊里土地改良区

津山土地改良区

土地改良区関係施設の概算被害額の合計

迫川沿岸土地改良区




